
　

図
１
は
、
海
外
に
支
社
や
事
業
所
な
ど

を
構
え
る
日
本
企
業
の
数
の
推
移
を
表
し

た
も
の
だ
。
製
造
業
、
非
製
造
業
と
も
に

増
加
傾
向
に
あ
り
、
日
本
企
業
の
グ
ロ
ー

バ
ル
展
開
が
拡
大
し
て
い
る
こ
と
が
分
か

る
。
そ
れ
を
受
け
、
国
籍
に
関
係
な
く
優

秀
な
人
材
を
確
保
し
よ
う
と
、
多
く
の
企

業
が
外
国
籍
の
人
材
の
雇
用
を
実
施
し
て

い
る
（
図
２
）。

　

で
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
社
会
に
お
い
て

求
め
ら
れ
る
の
は
、
ど
の
よ
う
な
資
質
を

持
っ
た
人
材
な
の
だ
ろ
う
か
。
就
職
活
動

サ
イ
ト
を
運
営
す
る
ジ
ョ
ブ
ウ
ェ
ブ
と
企

業
の
人
事
業
務
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
レ
ジ
ェ

ン
ダ
・
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
共
同
調
査

に
よ
る
と
、
ト
ッ
プ
３
は
「
チ
ャ
レ
ン
ジ
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図１ 日本企業の現地法人企業数の推移（業種別）

出典／経済産業省「第４１回海外事業活動基本調査結果概要確報」（２０１０年度実績）
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図２ 高度外国人材（＊１）の雇用と理由（理由は複数回答）
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国籍に関係なく優秀な人材を確保するため
事業の国際化に資するため

職務上、外国語の使用が必要なため
日本人社員への刺激・社内活性化のため

外国人ならではの感性・発想を取り入れるため
異文化・多様性への理解力向上のため

外国人の方が人件費コストを低く抑えられるため
日本人では高度な人材が集まらないため

その他
特に理由はない

＊１　ここでは、日本の国籍を有しない者で教育レベルが大卒以上の者、あるいは在留資格が「研究」「技術」「人
文知識・国際業務」の者
出典／一般財団法人　国際ビジネスコミュニケーション協会「TOEIC®大学就職課調査」「上場企業における英語
活用実態調査」調査報告書（2011年６月）

雇用を
検討している
6.5％

過去に雇用しようと試みたが、
　　　　雇用には至らなかった　3.2％
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雇用している
50.7％
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過去に雇用していたが、
　　　　現在は雇用していない　8.6％

（n=278）
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企
業
が
求
め
る
の
は

チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
や
異
文
化
理
解
力

現
状
把
握

生
徒
を
待
ち
受
け
る

「
グ
ロ
ー
バ
ル
化
」「
デ
ジ
タ
ル
化
」の
波

「
グ
ロ
ー
バ
ル
化
」
「
デ
ジ
タ
ル
化
」
は
ど
の
程
度
進
展
し
て
い
る
の
か
。

将
来
、
生
徒
が
生
き
抜
い
て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
社
会
を
、
具
体
的
な
デ
ー
タ
を
基
に
考
え
る
。
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特
集
　
環
境
変
化
に
立
ち
向
か
う
「
主
体
性
」
を
育
む

精
神
」「
異
文
化
理
解
力
」「
英
語
力
」
だ
っ

た
（
図
３
）。
グ
ロ
ー
バ
ル
化
社
会
に
お

い
て
は
、
英
語
力
だ
け
で
は
な
く
、
環
境

変
化
に
立
ち
向
か
お
う
と
す
る
「
チ
ャ
レ

ン
ジ
精
神
」
や
、
多
様
な
価
値
観
を
受
け

入
れ
る
た
め
に
必
要
な
「
異
文
化
理
解
力
」

が
重
要
だ
と
考
え
て
い
る
企
業
が
多
い
よ

う
だ
。

　

こ
の
よ
う
な
社
会
を
生
き
る
上
で
役
立

つ
ツ
ー
ル
の
１
つ
が
デ
ジ
タ
ル
技
術
で
あ

る
。
例
え
ば
、
情
報
戦
と
も
な
っ
て
い
る

現
在
の
就
職
活
動
で
は
、
デ
ジ
タ
ル
技
術

の
活
用
が
優
位
性
を
築
く
上
で
の
鍵
の

よ
う
だ
（
図
４
）。
そ
の
際
に
求
め
ら
れ

る
の
は
、
デ
ジ
タ
ル
技
術
や
機
器
を
使
い

こ
な
す
力
で
は
な
く
、
正
し
い
情
報
や
自

分
に
と
っ
て
必
要
な
情
報
を
見
極
め
る
力

だ
。
図
５
が
示
す
よ
う
に
、
世
の
中
の
全

て
の
情
報
が
信
頼
で
き
る
も
の
だ
と
は
限

ら
な
い
。
グ
ロ
ー
バ
ル
化
、
デ
ジ
タ
ル
化

が
進
み
、
ま
す
ま
す
大
量
の
情
報
が
あ
ふ

れ
る
社
会
に
お
い
て
は
、
情
報
を
見
極
め

る
力
が
よ
り
一
層
重
要
に
な
る
だ
ろ
う
。

図３ 新卒採用において、
グローバル人材になるために必要な資質
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注１）選択肢の中から優先度の高い項目を３つまで選択
出典／株式会社ジョブウェブ、レジェンダ・コーポレーション株式会社
「２０１３年新卒　採用担当者意識調査（１２月度）」

図４ 大学３年生の
就職活動でのＳＮＳ（＊２）利用実態

＊２　ＳＮＳとは、社会的ネットワークをインターネット上で構築するサービス
のこと。その名称は、Social Networking Serviceの頭文字を取ったもの。
出典／株式会社電通パブリックリレーションズ「大学３年生における『ソー
シャルリクルーティング』に関する調査」（2012年１月）

図５ 情報源としてのインターネットの信頼性

出典／総務省「平成 23年版　情報通信白書」

就職活動に
ＳＮＳを利用

47.3%

ＳＮＳは
利用していない

52.7%

信頼できる

28.9%

信頼できない

24.8%

半 く々らい

46.3%

◎就職活動でSNSを利用している目的
１位 少しでも企業の情報が欲しいから 54.2%
２位 企業の雰囲気や風土を
 具体的に知ることができるから 44.4%
３位 使える手段はすべて使いたいから 30.3％

◎就職活動にSNSを利用してよかったこと
１位 幅広い情報の取得
 「幅広い情報を自宅にいながらにして得ることができる」

２位 情報のいち早い入手
 「説明会に早期予約できた」

３位 深い情報の取得
 「就職支援サイトなどに載っていない情報が手に入った」

デ
ジ
タ
ル
技
術
を
駆
使
す
る
力
よ
り
も

情
報
を
見
極
め
る
力
が
必
要
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